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富津市富津字仲町１７１３番１外１筆 分譲案内書 

 

第１ 分譲の概要 

（１）分譲の方法 

   随意契約により先着順で譲受人の募集をします。 

   なお、同一日に複数の申込みがあった場合には、申込順位は同位として見積合わせを行い、

千葉県企業局が定める最低金額以上で最高金額を提示した者を申込者として決定します。 

（２）物件の概要 

土地の所在 地目 面積 
土地譲渡代金 

（最低金額） 

富津市富津字仲町１７１３番１ 宅地 1,680.55㎡  

富津市富津字仲町１７１５番５２ 雑種地   60.00㎡  

計 ２筆  1,740.55㎡ 10,353,000円 

（注１）２筆一括での分譲となります。物件内の一部のみの申込みはできません。 

（注２）本物件は現況有姿（地形・間口・奥行・高低等）での引渡しとなります。分譲案内書

の数量と現物が符合しない場合や、公簿面積と現況が符合しない場合でも、契約の締結を

拒んだり、契約締結後も異議を述べることはできませんので、御了承の上、申込みをして

ください。 

（注３）「（２）物件の概要」に掲げる土地譲渡代金を最低金額とします。 

実際の土地譲渡代金は、最低金額以上で見積書に記載いただいた見積金額とします。 

（注４）本物件の詳細については、物件調書（Ｐ１２）を御覧ください。 

 

第２ 分譲の流れと概要 

 分譲までのスケジュールは次のとおりです。詳細は本分譲案内書内の各項を御覧ください。 

   分譲案内書配付   

    配布期間 令和７年３月１０日（月）から令和７年８月２９日（金）まで 

         午前９時から午後５時まで（正午から午後１時までを除く。） 

    配布場所 千葉市美浜区中瀬一丁目３番地 幕張テクノガーデンＤ棟５階 

         千葉県企業局土地管理部土地分譲課 分譲企画室 

         ※土曜日、日曜日、祝日は配布を行いません。 

 

    分譲申込みの受付  

受付期間 令和７年４月１１日（金）から令和７年８月２９日（金）まで 

     午前９時から午後５時まで（正午から午後１時までを除く。） 

受付場所 千葉市美浜区中瀬一丁目３番地 幕張テクノガーデンＤ棟５階 

     千葉県企業局土地管理部土地分譲課 分譲企画室 

「第４ 譲受人の募集及び申込者の決定（１）～（４）」（Ｐ３～５）参照 
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  見積書の提出   

提出日時 分譲申し込みのあった日の翌開庁日までに分譲申込者に連絡します。 

     ※同一日に複数の申込みがあった場合は、申込者の順位を同位と

し、見積合わせを行います。 

提出場所 千葉市美浜区中瀬一丁目３番地 幕張テクノガーデンＤ棟５階 

     千葉県企業局土地管理部土地分譲課 分譲企画室 

   「第４（５）申込者の決定方法」（Ｐ５）参照 

 

  以下は、申込決定者に関する流れです。   

 

 役員名簿の提出  

提出期日 申込決定者に定められた日の翌日から起算して６日以内 

「第５ 分譲手続き（１）～（３）」（Ｐ５）参照 

    

 

 用地分譲申請書の提出  

提出期日 申込決定者に定められた日の翌日から起算して３週間以内 

「第５ 分譲手続き（４）～（５）」（Ｐ６～７）参照 

    

 

 契約保証金の納付及び土地譲渡契約の締結等  

「第６ 契約保証金の納付」（Ｐ７）参照 

「第７ 土地譲渡契約の締結等」（Ｐ７）参照 

     

 

 土地譲渡代金の支払い  

            「第８ 土地譲渡代金の支払い」（Ｐ７）参照 

 

 

 土地の引渡し  

              「第９ 土地の所有権の移転等」（Ｐ７）参照 

 

第３ 譲受人の資格 

（１）譲受人の資格（「関係法令等」Ｐ２２～２５） 

次のアからオのいずれにも該当しない者 

ア 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条の４

第１項各号の規定に該当する者 

イ 施行令第１６７条の４第２項の規定に該当すると認められたときから３年（３年以内の

期間を定めたときはその期間）を経過していない者 

ウ 千葉県企業局財産（土地・建物）に関する事務に従事する職員で、地方自治法（昭和２２

年法律第６７号）第２３８条の３の規定に該当する者 
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エ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号。以下「暴対法」

という。）第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。） 

オ 暴対法第２条第２号に規定する暴力団（以下「暴力団」という。）若しくは暴力団員と密

接な関係を有する者 

なお、暴力団又は暴力団員と密接な関係を有する者とは次の（ア）から（キ）のいずれか

に該当する者をいいます。 

（ア） 本物件を暴力団の事務所その他これに類するものの用に供しようとする者 

（イ） 法人等（個人、法人又は団体をいう。）の役員等（個人である場合はその者、法人であ

る場合は役員又は支店若しくは営業所の代表者、団体である場合は代表者、理事等、そ

の他経営に実質的に関与している者をいう。以下「役員等」という。）が暴力団員であ

る者 

（ウ） 役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加え

る目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしている者 

（エ） 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接

的にあるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与している者 

（オ） 役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している者 

（カ） 役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれを不当に利用するなどし

ている者 

（キ）（ア）から（カ）のいずれかの依頼を受けて分譲事務に係る申請を行う者 

（２）申込みに際しての注意事項 

ア 本分譲案内書をよく御確認の上、申込みをしてください。 

イ 申込希望者は、本分譲案内書で説明した事項についての不知、不明を理由として疑義を申

し立てることはできません。必ず御自身において、現地を確認されるとともに、法令・規則

等の調査及び確認を行ってください。 

ウ 「第１１ 分譲条件等」（Ｐ８～１０）を満たさないおそれがあると認められるときは、

譲受人として決定されず、契約を締結しない場合もあります。 

  エ 本件分譲に係る現地説明会は行いませんので、申込希望者は必ず事前に現地を確認してく

ださい。 

 

第４ 譲受人の募集及び申込者の決定 

（１）受付期間等 

ア 受付期間 令和７年４月１１日（金）から令和７年８月２９日（金）まで 

午前９時から午後５時まで（正午から午後１時までを除く） 

イ 受付場所 千葉市美浜区中瀬一丁目３番地 幕張テクノガーデン D 棟５階 

       千葉県企業局土地管理部土地分譲課 分譲企画室 

       電話番号：０４３－２９６－８７５５ 

（注１）土曜日、日曜日、祝日及び上記の受付期間以外は、受付できませんので御注意ください。

（注２）事務を円滑に進めるため、事前に来局希望日時を御連絡ください。 

（注３）千葉県企業局土地管理部の専用（無料）駐車場はありません。お車で来局する方は、 

幕張テクノガーデン地下有料駐車場等（来局者負担となります。）を御利用ください。 
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（２）分譲申込みに必要な書類 

  ア 分譲申込書〔様式１（Ｐ３０）〕 

  イ 法人（会社）概要書〔様式２（Ｐ３１）〕 

  ウ 事業計画書〔様式４（Ｐ３３）〕（配置図、平面図及び横断面図を添付） 

  エ 見積書〔様式５（Ｐ３４）〕（申込み以降、企業局が指定した日に提出してください。） 

  オ 履歴事項全部証明書（商業登記簿謄本）（発行から３か月以内のもの） 

カ 印鑑証明書（分譲申込書に押印した印鑑に係るもので発行から３か月以内のもの） 

  キ 会社定款 

  ク 会社経歴書（任意様式）※既存の概要説明資料（パンフレット等）で代替可 

ケ 誓約書〔様式６（Ｐ３５）〕 

 （注１）個人の場合は、「法人（会社）概要書」に換えて、「個人番号（マイナンバー）の記載

のない住民票の謄本又は抄本」（発行から３か月以内のもの）が必要です。 

     なお、「履歴事項全部証明書（商業登記簿謄本）」、「会社定款」及び「会社経歴書」の 

提出は不要です。 

 （注２）提出書類に使用する印鑑は、「印鑑証明書」に登録された印鑑を使用してください。 

 （注３）「法人（会社）概要書」下部余白記載の添付書類のうち「納税証明書」及び「決算書」、 

並びに「事業計画書」下部余白記載の添付書類のうち「計画概要書」及び「工程表」は、

「第５ 分譲手続き」（Ｐ５～７）の際に必要となりますので分譲申込みの際は不要です。 

（注４）提出された書類は返却しません。 

（３）共同申請企業で申込みをする場合の注意事項 

ア 本分譲案内書における共同申請企業とは、複数の企業が「共同申請企業に関する協定書」

（Ｐ２６～２９参考例参照）を締結して、共同で本物件を取得して開発を行う企業体をいい

ます。「共同申請企業に関する協定書」には、共同申請企業の目的、名称、事務所、存続期

間、代表企業及び構成員の事務分担が定められていなければなりません。 

（注）「共同申請企業に関する協定書」は、各構成企業保有分及び企業局保有分も作成してくだ

さい。 

イ 共同申請企業で申込みをする場合は、当該共同申請企業を代表する企業（以下「代表企業」

という。）を決めてください。代表企業は、必ず本物件を取得する者の中から定めなければ

なりません。 

ウ 単独で応募した企業は、共同申請企業で申込みをする場合の構成員となることはできま

せん。また、共同申請企業の構成員として申込みをする企業は、他の共同申請企業の構成員

となることはできません。 

エ 共同申請企業で申込みをする場合は、当該共同申請企業の全ての構成員が「第３ 譲受人

の資格（１）」（Ｐ２～３）の資格を満たしていなければなりません。 

オ 千葉県企業局からの連絡等は代表企業に対してのみ行います。また、代表企業から千葉県

企業局へ提出された書類及び千葉県企業局からの照会等に対する代表企業の回答は、全構

成員の合意によるものとみなします。 

カ 共同申請企業で申込みをする場合に必要な書類 

（ア）分譲申込書〔様式１（Ｐ３０）〕 

（イ）共同申請企業調書〔様式３（Ｐ３２）〕 

 【添付書類】 

ａ 法人（会社）概要書〔様式２（Ｐ３１）〕 
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ｂ 履歴事項全部証明書（商業登記簿謄本）（発行から３か月以内のもの） 

ｃ 印鑑証明書（分譲申込書に押印した印鑑に係るもので発行から３か月以内のもの） 

ｄ 会社定款 

    ｅ 会社経歴書（任意様式） 

    ※いずれも共同申請企業全員のもの  

  （ウ）事業計画書〔様式４（Ｐ３３）〕（配置図、平面図及び横断面図を添付） 

  （エ）共同申請企業全員の誓約書〔様式６（Ｐ３５）〕 

（オ）共同申請企業全員が約定した「共同申請企業に関する協定書」（共同申請にあたり、目

的、名称、事務所、存続期間、代表企業及び構成員の事務分担を申請者全員で約定したも

の、Ｐ２６～２９参考例参照） 

   （注）提出された書類は返却しません。 

（４）受付方法 

   「第４ 譲受人の募集及び申込者の決定（２）」（Ｐ４）に掲げる書類に必要事項を記入し、

記名・押印の上、土地分譲課分譲企画室に直接持参して審査を受けてください。郵送による  

受付は行いません。なお、受付事務を円滑に進めるため事前に日時を御連絡ください。 

   （注）御希望の物件が、譲受人を募集中であることを確認した上で、お申込みください。 

（５）申込者の決定方法 

  ア １者のみの申込みだった場合 

    申込者を申込決定者とします。 

    見積書の提出日時及び場所を、申込みのあった日の翌開庁日までに申込決定者に御連絡し

ます。 

  イ 同一日に複数の申込みがある場合 

    申込者の順位を同位とし、全員から見積書を徴し、最高金額を提示した者を申込決定者と

します。 

    見積書の提出日時及び場所を、申込みのあった日の翌開庁日までに申込者全員に御連絡し

ます。 

    当該見積合わせにおいて、同価格の者が２者以上あるときは、直ちに、くじ引きによって

申込決定者を定めます。 

    くじ引きは、前段でくじ引きの順番を決めるためのくじ引きから行います。 

 

第５ 分譲手続き 

（１）申込決定者は、役員等名簿〔様式７（Ｐ３６）〕に必要事項を記入し、記名・押印の上、申

込決定者に定められた日の翌日から６日以内に提出してください。 

   ※個人の場合は、「役員等名簿」に換えて、「個人番号（マイナンバー）の記載のない住民票

の謄本又は抄本」を提出してください。ただし、分譲申込みの受付時に提出済みのものか

ら変更がなく、発行から３か月以上経過していない場合には再提出は不要です。 

（２）申込決定者の譲受資格を確認するため、申込決定者が「暴力団関係者」に該当するか否かに

ついて、提出された書類を千葉県警察本部に提供し、照会を行います。 

   なお、照会には３週間以上かかる場合があります。 

（３）千葉県警察本部に照会した結果、申込決定者が「暴力団関係者」に該当するとの回答があっ

た場合は、分譲を行わない旨を文書により通知します。なお、「暴力団関係者」に該当しない

場合は、文書通知をしません。 
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（４）申込決定者には、用地分譲申請書（指定様式）を直ちに交付しますので、必要事項を記入し、

記名・押印の上、申込決定者に定められた日の翌日から起算して３週間以内に、譲受人の決定

に必要な書類を提出してください。 

   譲受人の決定に必要な書類は次のとおりです。 

ア 法人の場合 

（ア）役員等名簿〔様式７（Ｐ３６）〕 

（イ）用地分譲申請書〔指定様式（申込決定者にお渡しします。）〕 

（ウ）法人（会社）概要書〔様式２（Ｐ３１）〕 

 【添付書類】 

ａ 履歴事項全部証明書（商業登記簿謄本）（発行から３か月以内のもの） 

ｂ 印鑑証明書（分譲申込書に押印した印鑑に係るもので発行から３か月以内のもの） 

ｃ 納税証明書（直近の法人税等について、国税・地方税の未納がないことを確認できるもの） 

ｄ 会社定款 

ｅ 会社経歴書（任意様式） 

ｆ 決算書（直近３か年のもの） 

（エ）資金計画書〔指定様式（落札者にお渡しします。）〕 

   土地譲渡代金及び建設資金等の調達方法がわかるもの。自己資金と借入金等の種別ご

とに記入してください。 

 【添付書類】 

 ａ 預金残高証明書（発行から１か月以内のもの） 

 ｂ 融資証明書又はこれに準ずるもの（全額自己資金の場合は不要） 

（オ）事業計画書〔様式４（Ｐ３３）〕 

 【添付書類】 

 ａ 計画概要書 

 ｂ 建物概要（配置図、平面図及び横断面図） 

 ｃ 工程表 

※共同申請企業で分譲申込みをした場合は、構成員全員の「役員等名簿」及び「法人（会社）

概要書」の提出が必要となります。 

 

イ 個人の場合 

（ア）用地分譲申請書〔指定様式（申込決定者にお渡しします。）〕 

（イ）個人番号（マイナンバー）の記載のない住民票の謄本又は抄本（発行から３か月以内

のもの） 

（ウ）印鑑証明書（分譲申込書に押印した印鑑に係るもので発行から３か月以内のもの） 

（エ）納税証明書（直近の所得税又は都道府県民税について、未納がないことを確認できる

もの） 

（オ）資金計画書〔指定様式（申込決定者にお渡しします。）〕 

   土地譲渡代金及び建設資金等の調達方法がわかるもの。自己資金と借入金等の種別ご

とに記入してください。 

 【添付書類】 

 ａ 預金残高証明書（発行から１か月以内のもの） 

 ｂ 融資証明書又はこれに準ずるもの（全額自己資金の場合は不要） 

（カ）事業計画書〔様式４（Ｐ３３）〕 

 【添付書類】 
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 ａ 計画概要書 

 ｂ 建物概要書（配置図、平面図及び横断面図） 

 ｃ 工程表 

（注）上記書類のうち、分譲申込み時に提出済みのものについては、変更が生じたもののみ

提出してください。〔第４ 譲受人の募集及び申込者の決定（２）（Ｐ４）参照。〕 

ただし、様式１は除く。 

 

（５）譲受人は、用地分譲申請書の受理後、決定します。 

   また、事業計画の具体的な内容については、千葉県企業局と十分に協議を行うこととします。 

なお、本分譲案内書「第１１ 分譲条件等（Ｐ８～１０）」を満たさないおそれがあると   

認められるときは、譲受人として決定されない場合があります。 

 

第６ 契約保証金の納付 

  土地譲渡契約の締結に当たっては、土地譲渡代金（見積書に記載いただいた見積金額）の１ 

００分の１０（円未満切り上げ）の契約保証金の納付をしていただく必要があります。 

  千葉県企業局が発行する納入通知書により、土地譲渡契約締結時までに納入してください。 

なお、契約保証金には利息を付しません。 

 

第７ 土地譲渡契約の締結等 

（１）土地譲渡契約の締結は、譲受人として決定された日の翌日から起算して１４日以内に行い

ます。また、この契約は、電子契約サービスを選択できるものとします。なお、電子契約サ

ービスを選択しない場合は、従来どおり紙の契約書により契約を締結します。 

   契約の締結をしていただく際に、今後の手続き（譲渡代金の支払方法、契約保証金の譲渡

代金への充当、土地の引渡しの方法、所有権移転登記手続き）について御説明いたします。 

（２）譲受人が共同申請企業の場合、本物件の土地譲渡契約の締結は、本物件を取得しようとす

る構成員の連名で行い、契約の履行（事業計画書の内容を含む。）について連帯して責任を負

うこととします。 

 

第８ 土地譲渡代金の支払い 

  土地譲渡代金の支払いは一括払いとなります。 

土地譲渡契約締結後、土地譲渡代金と契約保証金との差額を別途千葉県企業局が発行する納入

通知書により、土地譲渡契約締結日の翌日から起算して３０日以内に一括して納入していただ

きます。 

なお、土地譲渡代金の支払いが行われなかった場合には、契約が解除され、契約保証金は地

方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３４条の２第２項により千葉県企業局に帰属するこ

とになりますので、十分御注意ください。 

 

第９ 土地の所有権の移転等 

（１）土地の所有権については、土地譲渡代金が完納された時をもって移転します。 

（２）土地の所有権移転登記手続きは、土地譲渡代金完納後、千葉県企業局が行います。 

（３）本物件の引渡しは、土地譲渡代金の完納後に、千葉県企業局があらかじめ指定した日に現況

有姿により行います。 
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第１０ 契約等に必要な費用 

   土地譲渡契約書（千葉県企業局が保管するもの１部）に貼付する収入印紙、所有権移転登記

に必要な登録免許税等、本契約の締結及び履行に関して必要な一切の費用は、譲受人の負担と

なります。なお、千葉県企業局は印紙税法（昭和４２年法律第２３号）第５条により非課税と

なっておりますので、譲受人保管用の土地譲渡契約書には収入印紙を貼付しません。 

   ※収入印紙は紙による契約書を採用した場合のみ必要となります。 

 

第１１ 分譲条件等 

（１）譲受人は、次のアからオのいずれかに該当するものとします。（土地利用目的が重複しても

差し支えはありません。） 

ア 業務用施設を自ら経営しようとするもの 

イ 第三者に経営させるために当該業務用施設を貸し付けようとするもの 

ウ 自己又は従業員の居住の用に供する住宅を建築しようとするもの 

エ 住宅を購入して居住する者に対し販売、又は賃貸する目的で、自ら住宅を建築しようとす

るもの。 

オ 信託会社又は信託業務を営む銀行に当該業務施設を信託しようとするもの 

※譲受後、施設又は住宅を建築せずに第三者へ転売することは認められません。 

（２）譲受人は、都市計画法（昭和４３年法律第１００号）、建築基準法（昭和２５年法律第２０

１号）、富津市条例などの関係法令及び各種の指導要綱等を遵守するとともに、近隣の土地利

用状況に配慮した建物を建設し、周辺の景観や環境と調和した適切な土地利用を図ってくださ

い。 

 なお、開発等に必要な手続き及び関係機関・隣接地権者等との協議は、譲受人において行っ

てください。 

（３）譲受人は、近隣住民への事前説明（計画が決まり次第、着工前、速やかに）を実施すること

とします。 

（４）必要な基盤整備（上下水道、ガス、電気、電話等）は譲受人の責任と負担で行ってください。 

（５）譲受人は、土地譲渡契約締結の日の翌日から起算して３年以内に、土地譲渡契約書に定める

事業計画書に基づき施設等の建設を行い、操業（住宅の販売を行う場合は販売）を開始してく

ださい。 

また、住宅に自ら居住する場合又は従業員を住まわせる場合も土地譲渡契約締結の翌日か

ら起算して３年以内に居住を開始してください。 

なお、やむを得ず操業又は居住、販売を開始するまでの期間が３年を超える場合について

は、千葉県企業局に対し、事業計画の変更申請を行い、承認を得てください。 

（６）住宅等の販売を行う場合は、全て公募により行うこととし、自ら居住する者に販売してくだ

さい。また、住宅の購入者に対し、本物件の土壌、地盤及び埋設物の状況について説明を行っ

てください。 

（７）本物件には、土地譲渡契約締結の日の翌日から起算して５年間を経過するまでの期間、千葉

県を買戻権者とする買戻特約を登記します。 

ただし、譲受人が、買戻しの期間内に事業計画書に基づき住宅等または施設等を建設し、操

業（住宅の販売を行う場合は販売、住宅に自ら居住する場合は居住）を開始した場合には、買

戻期間中であっても、譲受人は買戻特約登記の抹消を申請することができます。 
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   買戻特約登記の抹消に必要な費用は、土地所有者の負担となります。 

（８）譲受人は、土地譲渡代金の支払能力を有し、建設資金及び事業資金の調達能力を有する者で

なければなりません。 

（９）土地譲渡契約締結後、譲受人の財務状況等に大幅な変動があり、土地譲渡をはじめ事業遂行

できないおそれがあると千葉県企業局が認めたとき、分譲条件に合致しない施設等建設計画

変更があると千葉県企業局が認めたとき、又は土地譲渡契約に違反したときは契約解除又は

買戻しの対象となり、契約解除又は買戻しが行われた場合には違約金のほか別途損害賠償義

務が発生するので、あらかじめ土地譲渡契約書（案）を確認し、その内容を承諾の上、分譲

申込みをしてください。 

ア 違約金 

契約解除又は土地を買い戻した場合は、譲受人は千葉県企業局に対し土地譲渡代金の２０  

パーセント相当額を違約金としてお支払いいただきます。 

また、譲受人は、千葉県企業局に対して、契約解除時又は買戻し時の土地の時価と土地譲渡 

代金の差額相当額（契約解除等の対象となる土地譲渡代金が、時価を上回った場合に限る。）

をお支払いいただきます。 

イ 土地の原状回復 

 契約解除又は土地を買い戻した場合には、土地を原状回復して返還していただきます。原状    

回復に際しては、別途お問い合わせください。 

（１０）土壌 

    千葉県企業局は、本物件の土壌調査を行っていません。譲受人が必要とする土壌調査及び

土壌に係る処理等を行う場合には、譲受人の責任と負担で行ってください。 

    なお、本物件は、土壌汚染対策法（平成１４年法律第５３号）第６条に規定する要措置区

域及び同法第１１条に規定する形質変更時要届出区域には指定されていません。 

（１１）地盤 

  ア 地盤調査及び地盤改良 

    千葉県企業局は、本物件の地盤調査及び地盤改良工事（液状化対策工事を含む。）を行っ

ていません。譲受人が必要とする地盤調査及び地盤改良工事については、譲受人が本物件に

建設する施設等の整備計画を踏まえ、譲受人の責任と負担で行ってください。 

  イ 地盤関係資料 

    地盤特性等に関しては、千葉県のホームページにてハザードマップを掲載していますので

参考にしてください。 

   ○千葉県ホームページ「ちば情報マップ」 

トップページ＞電子県庁 地図から探す（ちば情報マップ）＞ちば情報マップ＞くらし・

環境＞地質柱状図（https://map.pref.chiba.lg.jp/pref-chiba/PositionSelect?mid=6300） 

   ○千葉県ホームページ「千葉県ハザードマップ（千葉県市町村液状化しやすさマップ）」 

    トップページ>防災・安全・安心＞地震・津波対策＞被害想定調査・ハザードマップ＞液

状化しやすさ・危険度マップ、揺れやすさマップ＞千葉県防災ポータルサイト 

   （http://www.bousai.pref.chiba.lg.jp/portal/） 

  ウ 液状化対策 

 千葉県企業局は、本物件の液状化に係る調査及び液状化対策工事を行っていません。 

事業の実施にあたって必要となる場合は、国土交通省作成の「宅地防災マニュアル」等を

参考に、譲受人の責任と負担において液状化対策の検討を行い、対策を実施してください。 

https://map.pref.chiba.lg.jp/pref-chiba/PositionSelect?mid=6300
http://www.bousai.pref.chiba.lg.jp/portal/
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（１２）埋設物 

    本物件には、鉄筋コンクリート陸屋根二階建て一部三階建ての事務所（建築面積２６３㎡）、

木造アルミニウム板瓦ぶき平屋事務所・のり荷捌所・のり検査施設（３４９㎡）、木造瓦葺

平屋倉庫（１５２㎡）、木造平屋炊事場（２６㎡）、木造瓦葺二階建て（４７㎡）の建物等が

建築されていました。のり検査施設を除く建物は、平成５年４月に建物を解体撤去し、のり

検査施設は平成７年７月３１日まで使用し解体撤去され、更地により千葉県企業局が譲り受

けましたため、本物件の埋設物に係る調査を行っておりません。 

    譲受人が必要とする埋設物に係る調査及び処理を行う場合は、譲受人の責任と負担で、 

行ってください。 

（１３）契約不適合責任 

    千葉県企業局は、譲受人に対し本物件の引渡しの日から１年以内に通知されたものに  

限って、契約不適合責任を負うものとします。ただし、以下については、契約不適合責任を

一切負わないものとします。 

  ア 「第９ 土地の所有権の移転等」（Ｐ７）に定める本物件の引渡しの日以後の土地の地盤高

の変化及び面積の不足 

  イ （１０）の土壌に関する「契約との不適合」 

  ウ （１１）の地盤に関する「契約との不適合」 

  エ （１２）の埋設物に関する「契約との不適合」 

（１４）権利の設定、譲渡の禁止 

    譲受人は、土地譲渡契約締結の日の翌日から起算して５年間は、土地に関する所有権、地

上権、質権、使用貸借による権利、賃借権、その他使用収益を目的とする権利、第三者のた

めの担保権を設定し又は譲渡してはいけません。ただし、事前に千葉県企業局の承認を得た

場合はこの限りではありません。この場合、千葉県企業局は譲受人に必要な条件を付すこと

ができるものとします。 

この期間は、「第１１ 分譲条件等（７）ただし書き」（Ｐ８）の条件を満たし、千葉県企

業局が買戻特約登記の抹消を承認した日をもって終了するものとします。 

（１５）共同申請企業の場合の留意事項 

  ア 落札後、土地の所有権移転前において、共同申請企業の土地の持分を変更する場合は、事

前に書面により千葉県企業局に承認申請を行い、承認を受けるものとします。 

  イ 落札後、共同申請企業の構成員の中で本物件の取得又は事業計画書の内容に基づく事業を

継続できない者が生じた場合は、構成員相互で連帯責任を負うこととします。 

  ウ 土地譲渡契約締結の日の翌日から起算して５年間は、共同申請企業が共同申請企業間にお

いて土地の共有持分の変更及び譲渡、共有持分の分割、共有持分への地上権、質権、使用貸

借による権利、賃借権、その他使用収益を目的とする権利、第三者のための担保権の設定又

は譲渡をする場合には、事前に書面により千葉県企業局に承認申請をし、承認を受けるもの

とします。 

    この期間は、「第１１ 分譲条件等（７）ただし書き」（Ｐ８）の条件を満たし、千葉県企

業局が買戻特約抹消登記の抹消を承認した日をもって終了するものとします。 

（１６）その他留意事項 

    譲受人は、施設等又は住居等の建設に当たり、関係法令、富津市条例及び各種の指導要綱

において必要な手続きを関係機関と協議、調整して行ってください。 
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第１２ その他 

申込希望者が本件申込みに要した費用については、すべて申込希望者が負担するものであ

り、千葉県企業局は一切負担しませんので、あらかじめ御承諾の上、申込みをしてください。 
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 物 件 調 書 
【物件】 

権   利 所有権 

所在地 千葉県富津市富津字仲町１７１３番１、１７１５番５２ 

面積 １,７４０.５５㎡ 

形状 案内図及び地積測量図等（P13 －19）のとおり 

接面道路の 
幅員及び構造 

南西側 舗装市道（幅員約 3ｍ） 

※建築基準法上第４２条第２項道路 

都市計画法・ 
建築基準法に基づ

く制限 

区域区分 市街化区域 用途地域 第一種住居地域 

建ぺい率 ６０％ 容 積 率 ２００％ 

その他の制限 第二種高度地区 

所有権を制限する権利設定 無 

私道の負担等に関
する事項 

私道負担有無 無 負担の内容  

道路後退有無 有 負担の内容  

供給施設の 

 

整 備 状 況 

供給施設 事業所名 電話番号 

電 気 可 東京電力ｴﾅｼﾞｰﾊﾟｰﾄﾅｰ㈱千葉ｶｽﾀﾏｰｾﾝﾀｰ 0120－99－5551 

上 水 道 可 
かずさ水道広域連合企業団 

（旧：富津市水道部） 

0438－38－3276 

（代表番号） 

下 水 道 可 

富津市市道の管に接続 

（浄化槽設置必要、市に相談必要） 

（富津市役所建設経済部建設課管理補修係） 

0439-80-1298 

都市ガス 不 プロパンガス  

交通機関 

鉄 道 JR 内房線青堀駅 約４.４km 

バ ス 仲町（日東交通） 約１５０m 

道 路 館山自動車道木更津南インターチェンジ 約１１.７km 

公共施設 

市 役 所 富津市役所   約４.７km 

小 学 校 富津小学校   約７５０m 

中 学 校 富津中学校   約３.７km 

◎ 参 考 事 項（物件の現況、法令上の制限等に関する特記事項） 

１ 本物件は、本調書記載の有無に関わらず、全て現況有姿での分譲とします。 

２ 本物件には、鉄筋コンクリート陸屋根二階建ての一部三階建て事務所（建築面積２６３㎡）、木造アルミニウム板瓦ぶき平屋事

務所・のり荷捌所・のり検査施設（３４９㎡）、木造瓦葺平屋倉庫（１５２㎡）、木造平屋炊事場（２６㎡）、木造瓦葺二階建て（４

７㎡）の建物等が建築されていました。のり検査施設を除く建物は、平成５年４月に建物を解体撤去し、のり検査施設は平成７年

７月３１日まで使用し解体撤去され、更地により千葉県企業局が譲り受けましたため、地中の埋設物等の状況については調査して

おりません。譲受人が必要とする埋設物等に係る調査及び処理を行う場合は、譲受人の責任と負担で、行ってください。 

３ 本物件については、土壌調査、地盤調査及び地盤改良工事（液状化対策工事を含む。）を行っていません。譲受人が必要とする

調査・工事・土壌の処分等を行う場合には、譲受人の責任と負担で行ってください。 

４ 敷地内に浄化槽の設置が必要です。また、設置や規模については、富津市に相談してください。 

５ 市道路側にセットバック用地の確保が必要です。千葉県君津土木事務所に協議の上、指導に従ってください。 

６ 富津市宅地開発事業指導要綱・施設整備基準が定められています。（富津市建設経済部都市政策課） 

７ 図面その他記載事項と現況が異なる場合は、現況を優先します。 

（注） この調書と現地が符合しなかった場合でも、分譲申込み後は異議を述べることはできませんので、

必ず現地調査や関係機関あるいは千葉県企業局に確認してください。 
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案内図（県内位置図）（注：画像は縮小しているため、縮尺は一致しません。） 

 

案内図（物件周辺図）（注：画像は縮小しているため、縮尺は一致しません。） 

 

 

当該地 

当該地 
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地積測量図（注：画像は縮小しているため、縮尺は一致しません。）
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地積測量図（注：画像は縮小しているため、縮尺は一致しません。） 
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地積測量図（注：画像は縮小しているため、縮尺は一致しません。） 
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求積図（注：画像は縮小しているため、縮尺は一致しません。） 
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境界確定図（注：画像は縮小しているため、縮尺は一致しません。） 
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現況平面図 

 
本物件 
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道路台帳 
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以前建っていた施設 
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昭和２２年法律第６７号 

 地方自治法(抄)  
 

（契約の締結） 

第２３４条 売買、貸借、請負その他の契約は、一般競争入札、指名競争入札、随意契約又はせり

売りの方法により締結するものとする。 

２ 前項の指名競争入札、随意契約又はせり売りは、政令で定める場合に該当するときに限り、こ

れによることができる。 

３ 普通地方公共団体は、一般競争入札又は指名競争入札（以下この条において「競争入札」とい

う。）に付する場合においては、政令の定めるところにより、契約の目的に応じ、予定価格の制限

の範囲内で最高又は最低の価格をもつて申込みをした者を契約の相手方とするものとする。ただ

し、普通地方公共団体の支出の原因となる契約については、政令の定めるところにより、予定価

格の制限の範囲内の価格をもつて申込みをした者のうち最低の価格をもつて申込みをした者以

外の者を契約の相手方とすることができる。 

４ 普通地方公共団体が競争入札につき入札保証金を納付させた場合において、落札者が契約を締

結しないときは、その者の納付に係る入札保証金（政令の定めるところによりその納付に代えて

提供された担保を含む。）は、当該普通地方公共団体に帰属するものとする。 

５ 普通地方公共団体が契約につき契約書又は契約内容を記録した電磁的記録を作成する場合に

おいては、当該普通地方公共団体の長又はその委任を受けた者が契約の相手方とともに、契約書

に記名押印し、又は契約内容を記録した電磁的記録に当該普通地方公共団体の長若しくはその委

任を受けた者及び契約の相手方の作成に係るものであることを示すために講ずる措置であつて、

当該電磁的記録が改変されているかどうかを確認することができる等これらの者の作成に係る

ものであることを確実に示すことができるものとして総務省令で定めるものを講じなければ、当

該契約は、確定しないものとする。 

６ 競争入札に加わろうとする者に必要な資格、競争入札における公告又は指名の方法、随意契約

及びせり売りの手続その他契約の締結の方法に関し必要な事項は、政令でこれを定める。 

 

（契約の履行の確保） 

第２３４の２ 普通地方公共団体が工事若しくは製造その他についての請負契約又は物件の  

買入れその他の契約を締結した場合においては、当該普通地方公共団体の職員は、政令の定める

ところにより、契約の適正な履行を確保するため又はその受ける給付の完了の確認（給付の完了

前に代価の一部を支払う必要がある場合において行なう工事若しくは製造の既済部分又は物件

の既納部分の確認を含む。）をするため必要な監督又は検査をしなければならない。 

２ 普通地方公共団体が契約の相手方をして契約保証金を納付させた場合において、契約の相手方

が契約上の義務を履行しないときは、その契約保証金（政令の定めるところによりその納付に代

えて提供された担保を含む。）は、当該普通地方公共団体に帰属するものとする。ただし、損害の

賠償又は違約金について契約で別段の定めをしたときは、その定めたところによるものとする。 

 

（職員の行為の制限）  

第２３８条の３ 公有財産に関する事務に従事する職員は、その取扱いに係る公有財産を譲り受け、  

又は自己の所有物と交換することができない。 

２ 前項の規定に違反する行為は、これを無効とする。 
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昭和２２年政令第１６号 

地方自治法施行令(抄)  

 

（一般競争入札の参加者の資格） 

第１６７条の４ 普通地方公共団体は、特別の理由がある場合を除くほか、一般競争入札に次の

各号のいずれかに該当する者を参加させることができない。 

一 当該入札に係る契約を締結する能力を有しない者 

二 破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者 

三 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成三年法律第七十七号）第三十二条

第一項各号に掲げる者 

２ 普通地方公共団体は、一般競争入札に参加しようとする者が次の各号のいずれかに該当する

と認められるときは、その者について三年以内の期間を定めて一般競争入札に参加させないこ

とができる。その者を代理人、支配人その他の使用人又は入札代理人として使用する者につい

ても、また同様とする。 

一 契約の履行に当たり、故意に工事、製造その他の役務を粗雑に行い、又は物件の品質若し

くは数量に関して不正の行為をしたとき。 

二 競争入札又はせり売りにおいて、その公正な執行を妨げたとき又は公正な価格の成立を害

し、若しくは不正の利益を得るために連合したとき。 

三 落札者が契約を締結すること又は契約者が契約を履行することを妨げたとき。 

四 地方自治法第二百三十四条の二第一項の規定による監督又は検査の実施に当たり職員の職

務の執行を妨げたとき。 

五 正当な理由がなくて契約を履行しなかつたとき。 

六 契約により、契約の後に代価の額を確定する場合において、当該代価の請求を故意に虚偽

の事実に基づき過大な額で行つたとき。 

七 この項（この号を除く。）の規定により一般競争入札に参加できないこととされている者を

契約の締結又は契約の履行に当たり代理人、支配人その他の使用人として使用したとき。 

 

昭和４２年法律第２３号 

印紙税法（抄） 

（非課税文書） 

第５条 別表第一の課税物件の欄に掲げる文書のうち、次に掲げるものには、印紙税を課さな

い。 

一 別表第一の非課税物件の欄に掲げる文書 

二 国、地方公共団体又は別表第二に掲げる者が作成した文書 

三 別表第三の上欄に掲げる文書で、同表の下欄に掲げる者が作成したもの 
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平成３年法律第７７号 

暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律(抄) 

 

（定義） 

第２条 この法律において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところ

による。 

一 暴力的不法行為等 別表に掲げる罪のうち国家公安委員会規則で定めるものに当たる違法

な行為をいう。 

二 暴力団 その団体の構成員（その団体の構成団体の構成員を含む。）が集団的に又は常習的

に暴力的不法行為等を行うことを助長するおそれがある団体をいう。 

三 指定暴力団 次条の規定により指定された暴力団をいう。 

四 指定暴力団連合 第四条の規定により指定された暴力団をいう。 

五 指定暴力団等 指定暴力団又は指定暴力団連合をいう。 

六 暴力団員 暴力団の構成員をいう。 

七 暴力的要求行為 第九条の規定に違反する行為をいう。 

八 準暴力的要求行為 一の指定暴力団等の暴力団員以外の者が当該指定暴力団等又はその第

九条に規定する系列上位指定暴力団等の威力を示して同条各号に掲げる行為をすることをい

う。 

（国及び地方公共団体の責務） 

第３２条 国及び地方公共団体は、次に掲げる者をその行う売買等の契約に係る入札に参加させ

ないようにするための措置を講ずるものとする。 

一 指定暴力団員 

二 指定暴力団員と生計を一にする配偶者（婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と同様

の事情にある者を含む。） 

三 法人その他の団体であって、指定暴力団員がその役員となっているもの 

四 指定暴力団員が出資、融資、取引その他の関係を通じてその事業活動に支配的な影響力を

有する者（前号に該当するものを除く。） 

２ 国及び地方公共団体は、前項に規定する措置を講ずるほか、その事務又は事業に関する暴力

団員による不当な行為の防止及びこれにより当該事務又は事業に生じた不当な影響の排除に努

めなければならない。 

３ 国及び地方公共団体は、事業者、国民又はこれらの者が組織する民間の団体（次項において

「事業者等」という。）が自発的に行う暴力排除活動（暴力団員による不当な行為を防止し、及

びこれにより事業活動又は市民生活に生じた不当な影響を排除するための活動をいう。同項に

おいて同じ。）の促進を図るため、情報の提供、助言、指導その他必要な措置を講ずるものとす

る。 

４ 国及び地方公共団体は、事業者等が安心して暴力排除活動の実施に取り組むことができるよ

う、その安全の確保に配慮しなければならない。 
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平成２３年千葉県条例第４号 

千葉県暴力団排除条例（抄） 

 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところに

よる。 

一 暴力団 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号。以下「法」

という。）第２条第２号に規定する暴力団をいう。 

二 暴力団員 法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。 

三 暴力団員等 暴力団員又は暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者をいう。 

四 暴力団事務所 暴力団の活動の拠点である施設又は施設の区画された部分をいう。 

 

（県の事務等からの暴力団の排除） 

第９条 県は、公共工事その他の県の事務又は事業（以下この条において「県の事務等」という。）

により暴力団を利することとならないよう、暴力団員等又は暴力団若しくは暴力団員等と密接な

関係を有する者（第三項において「暴力団密接関係者」という。）を県の事務等から排除するた

め、県が実施する入札への参加の制限その他の必要な措置を講ずるものとする。 

２ 知事その他の執行機関又は公営企業管理者は、前項の措置を講ずる必要があると認めるときは、

当該措置を講ずるために必要な事項について、千葉県警察本部長（以下「警察本部長」という。）

に意見を聴くことができる。 

３ 県は、県の事務等に関して、その契約の相手方に対し、当該県の事務等により暴力団を利する

こととならないよう、下請契約その他の当該契約に関連する契約の相手方から暴力団員等又は暴

力団密接関係者を排除するための必要な措置を講ずるよう求めるものとする。 

 

（契約における措置等） 

第２０条 事業者は、その行う事業活動に係る契約が暴力団の活動を助長し、又は暴力団の運営に

資することとなる疑いがあると認めるときは、当該契約の相手方、当該契約の媒介をする者そ

の他の関係者が暴力団員等でないことの確認をするよう努めなければならない。 

２ 事業者は、その行う事業活動に係る契約を書面により締結する場合は、当該契約が暴力団の活

動を助長し、又は暴力団の運営に資することが判明した場合には当該契約を解除することができ

る旨を当該契約において定めるよう努めなければならない。 

３ 事業者は、前項の規定により契約を解除することができる旨の定めをした場合において、当該

契約が暴力団の活動を助長し、又は暴力団の運営に資することが判明したときは、速やかに、当

該契約を解除するよう努めなければならない。 
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共同申請企業に関する協定書(参考例) 

 

○○株式会社、○○株式会社及び○○株式会社（以下、総称として「構成員」といい、個々の構

成員を「各構成員」という。）は、共同申請企業を結成し、富津市富津字仲町１７１３番１外１筆に

係る事業において、共同して千葉県企業局（以下「企業局」という。）から募集土地（別表１。以下

「本物件」という。）を取得し、企業局に提出した事業計画書の内容に基づいて住宅・業務・商業施

設等を建設し、住宅の販売及び施設の操業等を行う事業（以下「本事業」という。）を推進し、その

円滑な遂行を図るため、この協定を締結する。 

（目 的） 

第１条 構成員は、共同申請企業を結成し、本事業を共同連帯して遂行する。 

（名 称） 

第２条 この共同申請企業は、○○○グループ（以下「当グループ」という。）と称する。 

（事務所の所在地） 

第３条 当グループの事務所は、○○○に置く。 

※事務所を代表企業以外の構成員に置く場合、代表企業及び当該事務所を置く構成員は、企業局か

ら当該事務所への通知をもって代表企業への通知とみなしてよい旨の確認書を企業局へ連名で

提出すること。 

（本物件の取得） 

第４条 本物件の当グループ間での各区画の土地の持分は別表２のとおりとする。 

（存続期間） 

第５条 当グループの存続期間は、この協定を締結した日から事業計画書の内容に基づく建築物の

完成と業務等を行う施設の操業等が全て完了する日（以下「本事業が完了する日」という。）ま

でとする。 

（構成員の分担） 

第６条 本事業における各構成員の分担は、別表３のとおりとする。 

（運営委員会） 

第７条 この協定の目的を達するため、各構成員の代表者からなる意思決定機関として、運営委員

会を設ける。 

２ 運営委員会は、別に定める運営委員会規約により運営されるものとする。 

（代表企業） 

第８条 当グループの代表企業は、○○○株式会社（以下「甲」という。）とする。 

（代表企業への委任） 

第９条 甲は、運営委員会の指示により、次に掲げる各号の事務を行い、その結果を各構成員に対

し、定期的に報告するものとする。 

① 本件入札、本物件の取得及び本事業に係る企業局及び関係監督官庁等との折衝 

② 本件入札及び本物件の取得に必要な書類の取りまとめと企業局への提出 
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③ 企業局及び関係監督官庁等からの通知の各構成員への伝達 

④ 企業局及び関係監督官庁等からの照会に対する回答の取りまとめと回答等 

（構成員の責任） 

第１０条 各構成員は、運営委員会が決定した工程表によりそれぞれの分担事業の進捗を図り、他

の構成員に係る本事業の履行に関し、連帯して責任を負うものとする。 

（権利義務の譲渡の制限） 

第１１条 各構成員は、この協定書に基づく権利義務を構成員以外の第三者に譲渡することはでき

ない。 

（共通費用の分担） 

第１２条 本事業施行中に発生した共通の経費等については、必要の都度運営委員会において、各

構成員の分担額を決定するものとする。 

（構成員相互間の責任の分担） 

第１３条 各構成員がその分担事業に関し、企業局及び第三者に与えた損害は、当該構成員がこれ

を負担するものとする。 

２ 各構成員が他の構成員に損害を与えた場合においては、その責任につき関係構成員が協議する

ものとする。 

３ 前項に規定する責任について協議が調わないときは、運営委員会の決定によるものとする。 

４ 前３項の規定は、いかなる意味においても第１０条に規定する他の構成員に係る本事業の履行

に関する連帯責任を免れるものではない。 

（構成員の脱退に対する措置） 

第１４条 各構成員は、本事業が完了する日までは当グループを脱退できない。ただし、各構成員

が他の構成員全員の承認を受けた場合は、この限りではない。 

２ 構成員のうち本事業途中において、前項の規定により脱退した者がある場合においては、残存

構成員が共同連帯して本事業を完了する。 

３ 前項の場合においては、前条第２項及び第３項の規定を準用する。 

（構成員の破産又は解散に対する措置） 

第１５条 構成員のうちいずれかが本事業途中において、破産又は解散した場合においては、前条

第２項及び第３項の規定を準用する。 

（解散後の契約不適合責任） 

第１６条 当グループが解散した後においても、本事業につき契約との不適合があった場合は、 

各構成員は共同連帯してその責めに任ずるものとする。 

（補 則） 

第１７条 この協定書に定めのない事項及びこの協定書に関する疑義については、運営委員会にお

いて定めるものとする。 

 

この協定の締結を証するために、本書○通を作成し、各構成員記名押印の上、各自１通を保有す

るとともに、企業局へ１通提出する。 
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令和  年  月  日 

 

 

 

各構成員 

企業名 

所在地 

代表者職・氏名              ㊞ 

 

企業名 

所在地 

代表者職・氏名              ㊞ 

 

企業名 

所在地 

代表者職・氏名              ㊞ 

 

企業名 

所在地 

代表者職・氏名              ㊞ 

 

企業名 

所在地 

代表者職・氏名              ㊞ 
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別表１ 

物件目録 

土 地 の 所 在 地 目 面 積 

富津市富津字仲町１７１３番１ 宅地 １，６８０．５５㎡   

富津市富津字仲町１７１５番５２ 雑種地     ６０．００㎡ 

計 １，７４０．５５㎡ 

 

別表２ 

各構成員の持分 

企業名等 持分（％） 

代表企業 企業名 
 

 
 

構
成
員 

企業名 
 

企業名 
 

企業名 
 

企業名 
 

 

別表３ 

各構成員の事業分担内容 

企業名等 事業分担内容 

代表企業 企業名 
 

 
 

構
成
員 

企業名 
 

企業名 
 

企業名 
 

企業名 
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（様式１） 

分 譲 申 込 書 

 

 公募のあった下記土地の分譲を申し込みます。 

 

分譲対象物件 

土地の所在 地目 面積 (㎡) 

富津市富津字仲町１７１３番１ 宅地 １，６８０．５５㎡   

富津市富津字仲町１７１５番５２ 雑種地 ６０．００㎡   

計 １，７４０．５５㎡ 

 

 

令和  年  月  日 

 

千葉県企業局長          様 

 

 

    申込人  郵便番号 

（代表者） 住  所 

氏名又は 

         商号名称・代表者名                   印 

         電話番号 

 

 

 添付書類：法人（会社）概要書、事業計画書、印鑑証明書、誓約書 

 

 （注）１ 使用する印鑑は、印鑑証明書で登録された印鑑としてください。 

    ２ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４判とします。 
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（様式２） 

法 人 （会 社） 概 要 書 

 

項     目 内     容 

会  社  名  

本 店 所 在 地  

代  表  者  

資  本  金  設立年月日  

株式上場の有無 

（上場場所） 

有・無 

（       ） 
主な取引銀行  

主 た る 業 務 

 

 

 

 

 

 

 

事 業 実 績 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(添付書類）履歴事項全部証明書(商業登記簿謄本)、印鑑証明書、会社定款、会社経歴書(任意様式） 

譲受人決定時に必要な書類：納税証明書、決算書（直近３か年のもの） 
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（様式３） 

共 同 申 請 企 業 調 書 

 

代表企業 名  称 

     所 在 地 

     代 表 者                         印 

     担当部課・電話番号 

 

構成企業 名  称 

     所 在 地 

     代 表 者                         印 

     担当部課・電話番号 

 

構成企業 名  称 

     所 在 地 

     代 表 者                         印 

     担当部課・電話番号 

 

構成企業 名  称 

     所 在 地 

     代 表 者                         印 

     担当部課・電話番号 

 

構成企業 名  称 

     所 在 地 

     代 表 者                         印 

     担当部課・電話番号 

 

 

 (注) １ 共同申請企業とは、土地を共同で譲り受ける企業をいいます。 

    ２ 全企業の法人（会社）概要書、履歴事項全部証明書（商業登記簿謄本）、印鑑証明書、

会社定款、会社経歴書（任意様式）を添付してください。 

    ３ 共同申請に当たっては、目的、名称及び存続期間等について、構成員全員が約定した

「共同申請企業に関する協定書」を提出してください。 

    ４ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４判とします。 
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（様式４） 

事 業 計 画 書 

 

土地の所在 地目 面積 (㎡) 

富津市富津字仲町１７１３番１ 宅地 １，６８０．５５㎡   

富津市富津字仲町１７１５番５２ 雑種地 ６０．００㎡   

計 １，７４０．５５㎡ 

 

１ 事業内容 

 

 

２ 建物の構造 

 

 

３ 建物の面積 

（１）建築面積          平方メートル 

（２）延床面積          平方メートル 

 

 

４ 建設時期 

（１）着 工    令和  年  月 

（２）竣 工    令和  年  月 

 

 

５ 操業開始時期  令和  年  月  

 

 

以下は、住宅等の場合に記載 

６ 販売予定区画数 

 

 

７ １区画当たりの面積 

        平方メートル～        平方メートル 

 

（添付書類）配置図、平面図及び横断面図 

譲受人決定時に必要な書類：計画概要書、工程表 
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  （様式５） 

見 積 書 

 

令和  年  月  日  

 

千葉県企業局長            様 

 

申込人  住  所 

氏名又は 

商号名称・代表者名               印 

 

 

 富津市富津字仲町１７１３番１外１筆分譲案内書に記載された事項を承諾の上、下記金額 

をもって見積します。 

 

記 

  百 

億 

拾 

億 

 
億 

千 

万 

百 

万 

拾 

万 

 
万 

 
千 

 
百 

 
拾 

 
円 

見 積 金 額  
           

 

 

見積物件 

土地の所在 地目 面積 (㎡) 

富津市富津字仲町１７１３番１ 

富津市富津字仲町１７１５番５２ 

 

宅地 

雑種地 

 

１，６８０．５５㎡ 

６０．００㎡ 

   計  １，７４０．５５㎡ 

 

 

（注）１ 使用する印鑑は、印鑑証明書に登録された印鑑とすること。 

２ 金額の数字は算用数字を用い、頭に「￥」の記号を記入すること。 

   ３ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４判とすること。 
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（様式６） 

誓  約  書 

 

私は、千葉県が千葉県暴力団排除条例（平成２３年条例第４号）に基づき、暴力団を利することとなら

ないよう、暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号。以下「暴対法」とい

う。）第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）又は暴対法第２条第２号に規定する暴

力団（以下「暴力団」という。）若しくは暴力団員と密接な関係を有する者を県の事務等から排除している

ことを承知した上で、下記の者に該当せず、将来においても該当しないことを誓約します。 

 この誓約が虚偽であり、又はこの誓約に反したことにより、当方が不利益を被ることとなっても、異議

は申し立てません。 

また、千葉県と分譲契約を締結するに際して、下記の者に該当しないことを確認するため、千葉県から

の調査に協力し、千葉県警察本部に照会することについて承諾します。 

記 

１ 当該対象物件を暴力団の事務所その他これに類するものの用に供しようとする者 

２ 法人等（個人、法人又は団体をいう。）の役員等（個人である場合はその者、法人である場合は役員

又は支店若しくは営業所の代表者、団体である場合は代表者、理事等、その他経営に実質的に関与し

ている者をいう。以下「役員等」という。）が暴力団員である者 

３ 役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をも

って暴力団又は暴力団員を利用するなどしている者 

４ 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接的にある

いは積極的に暴力団の維持運営に協力し、若しくは関与している者 

５ 役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれを不当に利用するなどしている者 

６ 役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している者 

７ 前各号のいずれかに該当する者の依頼を受けて契約を行う者 

 

 令和  年  月  日 

 

千葉県企業局長           様 

 

住  所 

（ふりがな） 

氏名又は商号名称 

（ふりがな） 

及び代表者名                



 

 

 

（様式７） 

（  枚目／全  枚） 

役 員 等 名 簿 

商号又は名称（カナ） 商号又は名称（漢字） 氏名（カナ） 氏名（漢字） 
生年月日 性

別 
住    所 役職 

元号 年 月 日 

                      

                      

                      

                      

                      

                      

                      

                      

                      

                      

注意： 法人である場合には、役員又は支店若しくは営業所の代表者、団体である場合には代表者、理事等、その他経営に実質的に関与している者を記載すること。 

 

現在における当法人（当団体）の役員等名簿に相違ありません。 

  令和  年  月  日 

 

             所 在 地  

       商 号 名 称 

                                             及び代表者氏名   

                         

-
36- 
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【役員等名簿記入例】                                            （  枚目／全  枚） 

役 員 等 名 簿 

商号又は名称（カナ） 商号又は名称（漢字） 氏名（カナ） 氏名（漢字） 
生年月日 性 

別 
住     所 役職 

元号 年 月 日 

ｶﾌﾞｼｷｶﾞｲｼｬﾁﾊﾞ 株式会社千葉 ﾁﾊﾞ ﾀﾛｳ 千葉 太郎 S 40 1 16 男 千葉県千葉市美浜区中瀬 1-3 代表取締役社長 

ｶﾌﾞｼｷｶﾞｲｼｬﾁﾊﾞ 株式会社千葉 ｲﾁﾊﾗ ﾊﾅｺ 市原 花子 S 51 10 5 女 東京都新宿区西新宿 2-8-1 取締役 

ｶﾌﾞｼｷｶﾞｲｼｬﾁﾊﾞ 株式会社千葉 ﾅﾗｼﾉ ｶｽﾞｵ 習志野 一男 H 1 6 27 男 神奈川県横浜市中区日本大通 1 取締役 

ｶﾌﾞｼｷｶﾞｲｼｬﾁﾊﾞ 株式会社千葉 ﾔﾁﾖ ｼﾞﾛｳ 八千代 二郎 T 14 5 1 男 埼玉県さいたま市浦和区高砂 3-15-1 取締役 

           

           

           

           

注意： 法人である場合には、役員又は支店若しくは営業所の代表者、団体である場合には代表者、理事等、その他経営に実質的に関与している者を記載すること。 

 

現在における当法人（当団体）の役員等名簿に相違ありません。 

  令和  年  月  日 

 

             所 在 地 

       商 号 名 称 

                                及び代表者氏名 
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この契約書（案）を基本とし、譲受人の形態、事業内容などによって内容の一部を修正するこ

とがあります。 
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土 地 譲 渡 契 約 書 （案） 

 

千葉県（以下「甲」という。）と          （以下「乙」という。）とは、富津市富津字

仲町の土地の譲渡に関し、次の条項により土地譲渡契約（以下「本契約」という。）を締結する。 

 

（譲渡物件） 

第１条 甲は、次に表示する土地（以下「土地」という。）を乙に譲渡するものとする。 

土地の表示 

土地の所在 地 目  面 積（㎡） 

富津市富津字仲町１７１３番１ 宅地 １，６８０．５５㎡   

富津市富津字仲町１７１５番５２ 雑種地   ６０．００㎡   

計 １，７４０．５５㎡ 

 

２ 土地の面積は別添地積測量図記載面積によるものとする。 

  また、本契約締結の日以後に、土地の実測面積と当該地積測量図記載の面積に相違があった場合、

甲及び乙は次条に規定する土地の譲渡代金の増減額請求は行わないこととし、その他何らの異議を

申し出ないこととする。 

 

（譲渡代金） 

第２条 土地の譲渡代金（以下「代金」という。）は、金         円とする。 

 

（契約保証金） 

第３条 契約保証金は、金          円とする。 

２ 前項の契約保証金には、利息を付さないものとする。 

３ 第１項の契約保証金は、損害賠償の額の予定又はその一部とは解さないものとする。 

 

（代金の納入） 

第４条 乙は、第２条に定める代金と第３条に定める契約保証金との差額（以下「差額代金」という。）

を、令和 年 月 日までに、甲の発行する納入通知書により納入するものとする。 

２ 乙は、前項に規定する差額代金を納入期日までに納入できないときは、前項に規定する納入期日

の翌日から納入の日までの期間に応じ、当該未納金額に年１４．６パーセントの割合を乗じて得た

金額を遅延利息として甲に納入しなければならない。この場合、あらかじめ乙は甲と協議し、納入

期日の延期について甲の承認を得るものとする。 

 

（契約保証金の処分） 
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第５条 契約保証金は、前条第１項に規定する差額代金を納入したときに、甲において代金の一部に

充当するものとする。 

２ 乙が、前条の納入期日までに代金を完納しないときは、契約保証金は甲に帰属するものとする。 

 

（事業計画） 

第６条 乙は、土地を別添１「事業計画書」に基づき使用するものとし、本契約締結の日の翌日から

起算して３年以内に操業（住宅の販売を行う場合は販売、住宅に自ら居住する場合は居住）を開始

するものとする。 

２ 乙は、前項に規定する以外の目的に土地を使用してはならない。また、土地に建設する建築物は、

建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）その他の関係法令を遵守するものとする。 

３ 乙は、やむを得ない事情により事業計画書を変更せざるを得なくなった場合は、あらかじめその

事由を付して甲の承認を得なければならない。 

４ 乙は、事業計画書の内容について、事業実施前に近隣に説明を行うものとする。 

 

（所有権の移転及び土地の引渡し） 

第７条 土地の所有権の移転時期は、乙が代金（遅延利息が発生している場合は当該利息も含む。）を

完納した時とする。 

２ 土地の引渡しは、代金完納後に甲の指定する日に行うものとする。この場合において、甲は土地

の引渡証を乙に交付し、乙はその引受書を甲に提出するものとする。 

３ 甲は、前項に規定する引渡しの後、所有権移転登記手続きを行うものとし、この登記に要する費

用は乙の負担とする。 

 

（土地の事前使用） 

第８条 本契約締結後、前条第１項に規定する土地の所有権移転以前に、乙が土地を使用する必要が

あるときは、別に契約を締結し事前使用することができるものとする。 

 

（土壌） 

第９条 甲及び乙は、土地の土壌に関して以下の事項があることを確認するものとする。 

（１）甲は、土地に対する土壌調査を行っていないこと。 

（２）乙が必要とする土壌調査及び土壌に係る処理等は、乙が土地に建設する施設等の整備計画を

踏まえた上で、乙の責任と負担で行うこと。 

 

（地盤） 

第１０条 甲及び乙は、土地の地盤に関して以下の事項について確認するものとする。 

（１）甲は、土地に対する地盤調査、地盤改良工事及び液状化対策工事を行っていないこと。 

（２）乙が必要とする地盤調査、地盤改良工事及び液状化対策工事は、乙が土地に建設する施設等
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の整備計画を踏まえた上で、乙の責任と負担で行うこと。 

（埋設物） 

第１１条 甲及び乙は、土地の埋設物に関して以下の事項について確認するものとする。 

 （１）甲は、土地に対する埋設物の調査及び埋設物の撤去工事を行っていないこと。 

 （２）乙が必要とする埋設物の調査及び埋設物の撤去工事は、乙が事業計画に基づく施設等の建設

工事を踏まえた上で、乙の責任と負担で行うこと。 

 

（契約不適合責任） 

第１２条 甲は、土地について、第７条第２項に規定する引渡しの日から（なお、第８条の規定に  

より乙が土地を事前使用する場合は、第８条に定める契約を締結した日から）１年以内に乙が通知

したものに限って契約不適合責任を負うものとする。ただし、甲は、以下については、契約不適合

責任を一切負わないものとする。 

（１）第７条第２項に規定する土地の引渡しの日（第８条の規定による契約を締結した場合はその

締結日）以後の土地の地盤高の変化及び面積の不足 

（２）第９条に定める土壌に関する「契約との不適合」 

（３）第１０条に定める地盤に関する「契約との不適合」 

 （４）前条に定める埋設物に関する「契約との不適合」 

 

（権利の設定、移転の禁止） 

第１３条 乙は、土地の所有権移転前において、本契約により取得する権利を第三者に譲渡すること

はできないものとする。ただし、事前に甲の承認を得た場合はこの限りではない。 

２ 乙は，本契約締結の日の翌日から起算して５年間は土地に関する所有権、地上権、質権、使用貸

借による権利、賃借権、その他の使用収益を目的とする権利及び第三者のための担保権を設定し又

は移転してはならない。ただし、事前に甲の承認を得た場合はこの限りではない。この場合、甲は

乙に必要な条件を付することができるものとする。 

３ 前項の規定は、乙が住宅等の販売により所有権を移転する場合には、これを適用しない。 

４ 第２項ただし書きの規定により甲が承認する場合で、乙が譲渡利益等を得ると甲が認めたときは、

乙は甲の定める額を甲に納付しなければならない。 

５ 第２項に定める権利の設定及び譲渡の禁止期間は、第１６条第５項の規定により甲が買戻特約登

記の抹消を承認したときは、当該買戻特約期間の終了と同時に終了する。 

 

（公序良俗に反する使用等の禁止） 

第１４条 乙は、本契約の締結日から１０年間、土地を暴力団員による不当な行為の防止等に関する法

律（平成３年法律第７７号。以下「暴対法」という。）第２条第２号に規定する暴力団（以下「暴力

団」という。）若しくは法律の規定に基づき公の秩序を害するおそれのある団体等であることが指定

されている者の事務所又はその他これに類するものの用に供し、また、これらの用に供されることを
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知りながら、土地等に関する所有権、地上権、質権、使用貸借による権利、賃借権及びその他の使用

収益を目的とする権利を第三者に取得又は移転させてはならない。 

 

（契約解除） 

第１５条 甲は、乙が次の各号の一に該当するときは本契約を解除することができるものとする。 

（１）乙が、第４条又は第１３条第１項の規定に違反したとき。 

（２）乙が、第７条第２項に規定する土地の引渡しの日までの間に、第６条の規定に違反することが

明らかになったとき。 

（３）乙が第１９条又は第２０条の規定に基づく遵守義務等に重大なる違反をしたとき。 

（４）乙が、第２４条に規定する甲の実地調査等を正当な事由なく拒んだとき。 

（５）契約締結後、乙の財務状況等に大幅な変動があり、土地譲渡をはじめ事業遂行できないおそれ

があると甲が認めたとき、又は分譲条件に合致しない施設等建設計画変更があると甲が認めたとき。 

（６）前各号のほか、故意又は重大なる過失により本契約の履行を妨げたとき。 

２ 甲は、乙が前条の規定に違反したとき、又は乙が次の各号の一に該当すると認められるときは、

催告なしに本契約を解除することができる。 

（１）法人等（個人、法人又は団体をいう。）の役員等（個人である場合はその者、法人である場合は、

役員又は支店若しくは営業所の代表者、団体である場合は代表者、理事等、その他経営に実質的に

関与している者をいう。以下「役員等」という。）が暴対法第２条第６号に規定する暴力団員（以下

「暴力団員」という。）であるとき。 

（２）役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的、又は第三者に損害を加える目

的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしているとき。 

（３）役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接的に

あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与しているとき。 

（４）役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれを不当に利用するなどしていると

き。 

（５）役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有しているとき。 

３ 甲は、第１項及び前項の規定により本契約を解除した場合は、甲は乙が納入済の代金を乙に返還

するものとする。ただし、土地の果実と返還金の利息とはこれを相殺したものとみなす。 

４ 第１項及び第２項の規定により甲が本契約を解除した場合で、第４条第２項の規定により甲に支

払われた遅延利息があるとき、これを乙に返還しないものとする。 

５ 甲は、第１項及び第２項の規定により本契約を解除した場合は、これにより乙に生じた損害につ

いて、何らの賠償又は補償をすることを要しない。 

６ 乙は、甲が第１項又は第２項の規定により本契約を解除した場合において、甲に損害が生じたと

きは、その損害を賠償しなければならない。 

７ 土地の引渡し前に、甲、乙いずれの責めにも帰さない事由により、土地等が滅失、毀損したとき

は、甲又は乙は相手方に通知し本契約を解除することができる。この場合、いずれも相手方に対し
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何ら損害賠償の責めを負わない。なお、契約を解除した場合は、乙の納入代金の扱いは第３項に準

ずるものとする。 

 

（買戻特約） 

第１６条 甲は、本契約締結の日の翌日から起算して５年間を経過するまでの期間において、乙が次

の各号の一に該当する場合には土地を買い戻すことができるものとする。 

（１）第６条の規定に違反したとき。 

（２）第１３条第２項の規定に違反したとき。 

（３）第１３条第２項ただし書きに規定する条件に違反したとき。 

２ 甲は、前項の規定により土地の買戻しを行うときは、乙から受領した代金及び乙が負担した契約

の費用を乙に返還するものとする。（遅延利息が発生している場合は当該利息を含まない。） 

３ 甲が第１項の規定により買戻しを行った場合は、土地の果実と代金の利子とはこれを相殺したも

のとみなす。 

４ 第１項の規定による買戻しの特約登記は、第７条第３項に規定する土地の所有権移転登記と同時

に甲が行うものとし、乙はこの登記に必要な書類を提出するものとする。 

５ 乙は、第１項に規定する期間内に第６条第１項による操業（住宅の販売を行う場合は販売、住宅

に自ら居住する場合は居住）を開始したときは、第２５条の規定により甲に報告をし、甲に対し買

戻特約登記の抹消の承認を申請することができるものとする。この場合において、買戻特約期間は、

甲が当該買戻特約登記の抹消を承認した日をもって終了するものとする。 

６ 甲は、買戻特約が満了したとき又は前項の規定により甲が当該買戻特約登記の抹消を承認したと

きは、乙の申請により買戻特約登記の抹消手続きを行うものとし、この登記に要する費用は乙の負

担とする。また、乙はこの登記に必要な書類を甲に提出するものとする。 

 

（違約金） 

第１７条 乙は、第１５条第１項若しくは第２項又は前条第１項の規定により甲が契約を解除し又は

土地を買い戻した場合は、違約金として代金の２０パーセント相当額及び契約解除時又は買戻し時

の土地の時価と代金の差額（代金が時価を上回った場合に限る。）相当額を甲に支払わなければなら

ない。この場合において、第５条の規定により甲に帰属した契約保証金は、違約金の一部に充当す

るものとする。 

２ 前項の時価は、甲が甲の負担で選定し依頼する不動産鑑定士が、土地に建物・構築物等が存在せ

ず、使用収益を制約する権利が付着しておらず、かつ、担保等が設定されていない更地として評価

した完全所有権価格とする。 

３ この違約金は違約罰であって、損害賠償の額の予定又はその一部とは解さない。 

４ 乙は、この違約金とは別に、甲が契約解除又は買戻しによって被った損害を賠償しなければなら

ない。 

５ 本条において、乙が甲に納入した代金等がある場合には、第１項に規定する乙の違約金支払債務
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及び第４項に規定する損害賠償の支払債務と、甲の乙に対する返還金の返還債務との対当額を相殺

するものとする。 

 

（原状回復義務） 

第１８条 乙は、第１５条第１項若しくは第２項又は第１６条第１項の規定により甲が本契約を解除

し又は土地を買い戻した場合は、直ちに乙の負担において土地を原状に復し甲に返還しなければ

ならない。 

 

（環境保全） 

第１９条 乙は、土地の利用に当たっては、公害防止施設を完備し、公害関係諸法令、千葉県又は富

津市が制定した公害防止条例等及びこれに基づく命令を遵守し公害防止について万全を期するも

のとする。 

２ 乙は、千葉県知事又は富津市長から公害防止協定締結の申し出があったときは、速やかに公害防

止協定を締結するものとする。 

３ 乙は、施設等の建設又は操業により施設等周辺に公害が発生した場合において、調査の結果その

原因が乙に帰するべきことが明らかになったときは、速やかに施設等の改善を行うとともに、千葉

県のあっせんに基づきその被害の補償を行うものとする。 

４ 乙は、施設等の建設及び操業に当たっては、別添付帯条件を遵守しなければならない。 

 

（環境の整備等） 

第２０条 乙は、環境整備計画を策定し、土地の緑化、飛砂防止対策その他環境の整備を図るととも

に、災害対策に万全を期すものとする。 

 

（雇用の地元優先） 

第２１条 乙は、乙の従業員の雇用に際し乙の施設等に就職を希望する地元住民を優先的に雇用する

ように努めるものとする。 

 

（地元企業の利用） 

第２２条 乙は、施設等の建設及び操業に当たっては、地元企業の利用に努め、地域の発展に寄与す

るものとする。 

 

（地域住民等への対応）  

第２３条 乙は、事業計画書に基づく建築物の建設に係る地域住民等への対応については、乙の責任

において十分に理解を得るよう誠意をもって対応するものとする。 

２ 乙は、前項に規定する地域住民への対応に係る説明会や市と協議を行うときは、その実施前及び

実施後に甲に報告し、必要に応じて行われる甲の指導を遵守するものとする。 
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（実地調査等） 

第２４条 甲又は甲の指定する者は、本契約に基づく乙の義務の履行状況を把握し、その履行を確保

するために、いつでも乙に対し本契約に係る業務若しくは資産の状況に関して質問し、実地を調

査し、又は参考となるべき資料その他の報告を求めることができるものとし、乙は正当な事由が

ない場合は、これに応じなければならない。 

 

（報告） 

第２５条 乙は、事業計画書に基づき施設等を建設し操業を開始するときは、着工時、竣工時及び操

業（住宅の販売を行う場合は販売、住宅に自ら居住する場合は居住）時のそれぞれにおいて甲に報

告するものとする。 

２ 乙は、甲が第２１条及び第２２条に規定する従業員の雇用又は企業の利用に関し報告を求めたと

きは、これに応ずるものとする。 

３ 乙は、前各項に定めるほか甲から報告を求められた場合は、これに応ずるものとする。 

 

（管轄裁判所） 

第２６条 本契約から生じる一切の法律関係に基づく訴えについては、甲の所在地を管轄する千葉地

方裁判所をもって第一審の専属的合意管轄裁判所とする。 

 

（契約書に定めのない事項） 

第２７条 本契約書に定めのない事項で、分譲案内書に記載のある事項は、分譲案内書の記載を適用

するものとする。 

 

（協議） 

第２８条 本契約に定めがなく、かつ、分譲案内書にも記載のない事項、又は本契約の実施につき必

要な事項については甲、乙協議の上、定めるものとする。 

 

（紙契約の場合：本契約の締結を証するため本書２通を作成し、甲、乙記名押印の上各１通を保有する。） 

（電子契約の場合：本契約の証として、契約内容を記録した電磁的記録を作成し発注者及び受注者が

合意の後電子署名を行い、各自その電磁的記録を保有するものとする。） 

令和  年  月  日 

 

甲  千葉県千葉市花見川区幕張町五丁目４１７番２４ 

千  葉  県 

千葉県企業局長  

乙   
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※ 本契約書に添付する書類 

１ 事業計画書（添付する図面を含む） 

２ その他、本契約に必要な書類 

※共同申請企業の場合 ３ 共同申請企業に関する協定書 

 

※共同申請企業の場合の変更条項 

(所有権の移転及び土地の引渡し等) 

第７条 土地の所有権の移転時期は、乙が代金（遅延利息が発生している場合は当該利息も含む。）を

完納した時とし、乙相互間の土地の持分は別添共同申請企業に関する協定書記載のとおりとする。 

２ 土地の引渡しは、代金完納後に甲の指定する日に行うものとする。この場合において、甲は土地

の引渡証を乙に交付し、乙はその引受書を甲に提出するものとする。 

３ 甲は、前項に規定する引渡しの後、所有権移転登記手続きを行うものとし、この登記に要する  

費用は乙の負担とする。 

 

※共同申請企業の場合の追加条項 

(共同申請企業間における土地の共有持分の変更等) 

第１３条の２ 乙は、土地の所有権の移転前において、共同申請企業間の土地の持分を変更する場合

は、事前に書面により甲に承認申請を行い、承認を受けるものとする。 

２ 乙は、所有権が移転した時から起算して５年間は、共同申請企業間における土地の共有持分の変

更及び譲渡、共有土地の分割並びに共有持分への地上権、質権、使用貸借による権利、賃借権、そ

の他の使用収益を目的とする権利及び第三者のための担保権を設定又は移転する場合には、事前に

書面により甲に承認申請し、承認を受けるものとする。 

３ 前項に規定する期間は、第１６条第５項の規定により甲が買戻特約登記の抹消を承認したとき、

当該買戻特約期間と同時に終了する。 

 

(共同申請企業の場合の甲乙間及び乙相互間の関係) 

第２６条 甲が乙に対して行う意思表示は、乙のうちの代表企業○○○○に対して行った時に、乙全

員に行ったものとみなす。 

２ 乙が甲に対して行う意思表示は、乙のうちの代表企業○○○○が甲に対して行った時に、乙全員

が行ったものとみなす。 

３ 乙は、乙間で取り決めた内部協定その他合意に関わらず、本契約に基づく全ての債務に関し連帯

して甲に対して責任を負うものとする。 

＊土地譲渡契約書(案)の第２６条から第２８条は、第２７条から第２９条に繰り下げる。 
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別添１ 

事 業 計 画 書 

土地の所在 地目 面積 (㎡) 

富津市富津字仲町１７１３番１ 宅地 １，６８０．５５㎡   

富津市富津字仲町１７１５番５２ 雑種地 ６０．００㎡   

計 １，７４０．５５㎡ 

 

１ 事業内容 

 

 

２ 建物の構造 

 

 

３ 建物の面積 

（１）建築面積              平方メートル 

 

 

（２）延床面積              平方メートル 

 

 

４ 建設時期 

（１）着工         令和  年  月 

 

（２）竣工         令和  年  月 

 

 

５ 操業開始時期      令和  年  月 

 

以下は、住宅等の場合に記載 

６ 販売予定区画数 

 

 

７ １区画当たりの面積 

        平方メートル～        平方メートル 
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《本分譲案内書に関する問い合わせ先》 

〒２６１－８５５２ 

千葉市美浜区中瀬１丁目３番地 幕張テクノガーデンＤ棟５階 

千葉県企業局土地管理部土地分譲課 分譲企画室 

電話：０４３－２９６－８７５５ 

 


